




































































































































































藤本(1990）は f電機労連の調査(1985)J と『Liris Niemi, The 1979 Time Use Study 
Method, 1983J から6カ国の労働者の生活時間の比較を次の表で示したc
表2 6カ国の生活時間の比較 （週間の時間）
フイン ノルウ スイス イギリ アメリ 日本
ランド エー ス カ NHK 電機
労働時間 41 42 43 42 43 49 53 
男 通勤時間 3 2 4 4 5 7 7 
えロ』 計 44 44 47 46 48 56 60 
子 家事労働 14 16 5 9 1 4 3 
睡眠時間 57 54 62 55 55 56 52 
自由時間計 38 40 37 41 39 35 32 
労働時間 34 25 33 27 32 42 42 
女 通勤時間 3 2 4 4 3 5 6 
丈口』 計 37 27 37 31 35 47 48 
子 家事労働 26 33 19 25 25 22 22 
睡眠時間 58 54 62 57 58 53 51 
自由時間計 33 39 33 36 34 27 25 
(4）女性労働者と男女賃金格差
1994年日本では、労働力人口に占める女子比率は4割である c 女性は結婚・出産して退
職するため、 20代後半から30代にかけ労働力比率が落ち込んでいる s しかし、 20代前半の





































































































































書、 OA 機器操作者、看護婦などが「女性職J である。しかし、 「女性職」に関して、日
本の特徴は、このような職種別だけではなくて、コース別雇用も含まれることである。つ





































ストを発表し、 6月 28 日に発動すると警告した。制裁規模は59億ドルで過去最大の規模2
日本は、米国の一方的な措置に反発して、直ちに世界貿易機関（WTO）に提訴した。（『経























ブ・アメリカのおよそ3倍であり、世界第一の金融機関なのである 2 さらに、 1985年度末









し続けて、 91年の 1 ドル＝130円台に、 92年には 120円ー110円台に、 93年には 100円台になっ
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